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ⅰ．尾駮沼沿いの津波高に係る補足
各地震タイプの波源モデルの解析結果（津波高）

尾駮沼沿いの津波高

 各地震タイプの波源モデルの尾駮沼沿岸の解析結果を比較すると、
北方への連動型地震が最大であることが確認される。

 また、尾駮沼入り口前面の津波高を見ても、北方への連動型地震
が最大である。

津波高＊（T.M.S.L.m）

評価位置
尾駮沼入
り口前面

三陸沖北部のプレート間地震 1.38 4.06

津波地震 1.28 3.10

北方への連動型地震 2.32 6.75

海洋プレート内地震 1.35 3.940
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＊朔望平均満潮位及び地殻変動量を考慮した
各地点における津波高を記載

924
900800

700
500

評価位置（530）

600

200
100

1

300

400

0 0.5 1.0km

※コンター線は10ｍピッチ

尾駮沼入り口
前面

津
波

高
T
.M

.S
.L

.(
m

)

H30.10.31
資料1-6
p95 再掲



96

波源モデル 評価位置 尾駮沼入り口前面

三陸沖北部の
プレート間地震

津波地震

北方への連動型地震

海洋プレート内地震

T.M.S.L.+4.06m

T.M.S.L.+3.10m

T.M.S.L.+6.75m

T.M.S.L.+3.94m

T.M.S.L.+1.38m

T.M.S.L.+1.28m

T.M.S.L.+2.32m

T.M.S.L.+1.35m

ⅰ．尾駮沼沿いの津波高に係る補足
各地震タイプの波源モデルの解析結果（時刻歴波形）
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割増M南150km
強調M北50km
強調M基準位置
強調M南50km
強調M南100km
強調M南150km

尾駮沼沿いの津波高

津波高＊（T.M.S.L.m）

評価位置
尾駮沼入
り口前面

基準断層モデル 2.32 6.75

す
べ
り
量
割
増
モ
デ
ル

北へ約50km移動 2.35 5.69

基準位置 3.01 7.90

南へ約50km移動 3.07 8.22

南へ約100km移動 3.65 8.80

南へ約150km移動 3.45 5.92

海
溝
側
強
調
モ
デ
ル

北へ約50km移動 2.52 7.37

基準位置 3.00 8.19

南へ約50km移動 3.17 7.85

南へ約100km移動 3.16 6.48

南へ約150km移動 2.87 5.51

 プレート間地震の北方への連動型地震の波源特性及び
波源位置の不確かさに係る検討の各ケースの尾駮沼沿
岸の解析結果を比較すると、評価位置をはじめとするほ
とんどの箇所で、すべり量割増モデルを南へ約100km移
動させたケースが最大であることが確認される。

 また、尾駮沼入り口前面の津波高を見ても、同ケースが
最大である。

＊朔望平均満潮位及び地殻変動量を考慮した
各地点における津波高を記載
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ⅰ．尾駮沼沿いの津波高に係る補足
北方への連動型地震の波源特性及び波源位置の不確かさに係る解析結果（津波高）
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北方への連動型地震 評価位置 尾駮沼入り口前面

基準モデル

すべり量
割増モデル

北へ約
50km移動

基準位置

南へ約
50km移動

南へ約
100km移

動

南へ約
150km移

動

T.M.S.L.+2.32m
T.M.S.L.+6.75m

T.M.S.L.+2.35m

T.M.S.L.+3.01m

T.M.S.L.+3.07m

T.M.S.L.+3.65m

T.M.S.L.+3.45m T.M.S.L.+5.92m

T.M.S.L.+8.80m

T.M.S.L.+8.22m

T.M.S.L.+7.90m

T.M.S.L.+5.69m

ⅰ．尾駮沼沿いの津波高に係る補足
北方への連動型地震の波源特性及び波源位置の不確かさに係る解析結果（時刻歴波形①）
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北方への連動型地震 評価位置 尾駮沼入り口前面

基準モデル

海溝側
強調モデル

北へ約
50km移動

基準位置

南へ約
50km移動

南へ約
100km移

動

南へ約
150km移

動

T.M.S.L.+2.32m
T.M.S.L.+6.75m

T.M.S.L.+2.52m

T.M.S.L.+3.00m

T.M.S.L.+3.17m

T.M.S.L.+3.16m

T.M.S.L.+2.87m T.M.S.L.+5.51m

T.M.S.L.+6.48m

T.M.S.L.+7.85m

T.M.S.L.+8.19m

T.M.S.L.+7.37m

ⅰ．尾駮沼沿いの津波高に係る補足
北方への連動型地震の波源特性及び波源位置の不確かさに係る解析結果（時刻歴波形②）
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P1
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P6

尾駮沼沿いの津波高

津波高：T.M.S.L.+4.00m（評価位置（530）） 評価位置
尾駮沼入
り口前面

無 3.65 8.80

P1 3.13 7.80

P2 3.14 8.05

P3 3.30 8.96

P4 3.41 8.20

P5 3.59 9.03

P6 4.00 9.86

津波高＊（T.M.S.L.m）

 プレート間地震の北方への連動型地震の破壊開始点
の不確かさに係る検討の各ケースの尾駮沼沿岸の解
析結果を比較すると、評価位置をはじめとするほとんど
の箇所で、破壊開始点をＰ６と設定したケースが最大で
あることが確認される。

 また、尾駮沼入り口前面の津波高を見ても、同ケースが
最大である。

＊朔望平均満潮位及び地殻変動量を考慮した
各地点における津波高を記載
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ⅰ．尾駮沼沿いの津波高に係る補足
北方への連動型地震の破壊開始点の不確かさに係る解析結果（津波高）
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すべり量割増モデルを南
に約100km移動させたモ
デルにおける破壊開始点

評価位置 尾駮沼入り口前面

なし

P1

P2

P3

P4

P5

P6

T.M.S.L.+3.65m T.M.S.L.+8.80m

T.M.S.L.+3.13m

T.M.S.L.+3.14m

T.M.S.L.+3.30m

T.M.S.L.+3.41m

T.M.S.L.+3.59m

T.M.S.L.+4.00m T.M.S.L.+9.86m

T.M.S.L.+9.03m

T.M.S.L.+8.20m

T.M.S.L.+8.96m

T.M.S.L.+8.05m

T.M.S.L.+7.80m

ⅰ．尾駮沼沿いの津波高に係る補足
北方への連動型地震の破壊開始点の不確かさに係る解析結果（時刻歴波形）
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尾駮沼沿いの津波高

ⅰ．尾駮沼沿いの津波高に係る補足
すべり量が既往知見を大きく上回る波源モデルのうち検討モデルＡ（すべり量３倍）に係る解析結果

【時刻歴波形】

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

津
波

高
T
.M

.S
.L

.(
m

)

時間（分）

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

津
波

高
T
.M

.S
.L

.(
m

)

時間（分）

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

津
波

高
T
.M

.S
.L

.(
m

)

時間（分）

＜沖合いの津波高確認位置＞

T.M.S.L.+20.61m

＜尾駮沼入り口前面＞

T.M.S.L.+24.82m

＜評価位置＞

T.M.S.L.+22.64m

924
900800

700
500

評価位置（530）

600

200
100

1

300

400

0 0.5 1.0km

※コンター線は10ｍピッチ

尾駮沼入り口
前面

津
波

高
T
.M

.S
.L

.(
m

)

H30.10.31
資料1-6

p103 再掲



104

尾駮沼沿いの津波高

ⅰ．尾駮沼沿いの津波高に係る補足
すべり量が既往知見を大きく上回る波源モデルのうち検討モデルＢ（全域超大すべり域）に係る解析結果

【時刻歴波形】

＜沖合いの津波高確認位置＞

T.M.S.L.+10.84m

＜尾駮沼入り口前面＞
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＜評価位置＞

T.M.S.L.+8.50m

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

T
.M

.S
.L

.(
m

)

時間（分）

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

T
.M

.S
.L

.(
m

)

時間（分）

-2.0
0.0
2.0
4.0
6.0
8.0

10.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

T
.M

.S
.L

.(
m

)

時間（分）

924
900800

700
500

評価位置（530）

600

200
100

1

300

400

0 0.5 1.0km

※コンター線は10ｍピッチ

尾駮沼入り口
前面

津
波

高
T
.M

.S
.L

.(
m

)
津

波
高

T
.M

.S
.L

.(
m

)
津

波
高

T
.M

.S
.L

.(
m

)

津
波

高
T
.M

.S
.L

.(
m

)

H30.10.31
資料1-6

p104 再掲



105

ⅱ．尾駮沼内の津波高に係る考察
流速ベクトル図（30分～33分）

既往知見を踏まえた津波の評価において津波高が最も高いケースにおいて、各時刻における流速ベクトル図※を作成し、尾駮沼内の津波高に係る考察を行った。
なお、流速ベクトル図を作成する時刻は、評価位置及び尾駮沼入り口前面に第１波が到達する前後の30分～60分とした。

※流速ベクトルについては、0.1m/s以上のものについて表示

評価位置における時刻歴波形 尾駮沼入り口前面における時刻歴波形
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ⅱ．尾駮沼内の津波高に係る考察
流速ベクトル図（34分～37分）
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評価位置における時刻歴波形 尾駮沼入り口前面における時刻歴波形
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ⅱ．尾駮沼内の津波高に係る考察
流速ベクトル図（38分～41分）
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評価位置における時刻歴波形 尾駮沼入り口前面における時刻歴波形

津
波

高
T
.M

.S
.L

.(
m

)

津
波

高
T
.M

.S
.L

.(
m

)

H30.10.31
資料1-6

p107 再掲



ⅱ．尾駮沼内の津波高に係る考察
流速ベクトル図（42分～45分）
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評価位置における時刻歴波形 尾駮沼入り口前面における時刻歴波形
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ⅱ．尾駮沼内の津波高に係る考察
流速ベクトル図（46分～49分）
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評価位置における時刻歴波形 尾駮沼入り口前面における時刻歴波形
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ⅱ．尾駮沼内の津波高に係る考察
流速ベクトル図（50分～53分）
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評価位置における時刻歴波形 尾駮沼入り口前面における時刻歴波形
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ⅱ．尾駮沼内の津波高に係る考察
流速ベクトル図（54分～57分）
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評価位置における時刻歴波形 尾駮沼入り口前面における時刻歴波形
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ⅱ．尾駮沼内の津波高に係る考察
流速ベクトル図（58分～60分）

112

【尾駮沼内の津波高に係る考察】

 流速ベクトル図を見ると、尾駮沼に流入してきた波が多方向に
分散していく様子が確認され、流速については、尾駮沼入り口
部付近では速いが、沼奥に伝播するにつれて徐々に遅くなる
ことも確認される。

 このことが、尾駮沼内の津波高が高くならない要因であると考
えられる。

評価位置における時刻歴波形 尾駮沼入り口前面における時刻歴波形
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ⅲ．尾駮沼内の固有周期に係る検討
尾駮沼内の固有周期の算出

113

＜メリアンの式＞

ghn
LT
)12(

4


 （ ）,.....2,1n

重力加速度

振動のモード、、ｍ水深

、ｍ湾の長さ、振動周期





g
nh

LsT
)(:

)(:)(: 湾

湾口（基本モード）

1n

2n

＜両端固定の式＞

ghn
LT 2

 （ ）,.....2,1n

重力加速度

振動のモード、、ｍ水深

、ｍ尾駮沼の長さ、振動周期





g
nh

LsT
)(:

)(:)(:

（基本モード）

1n

2n

3n

 敷地の接する尾駮沼内の固有周期について算出するに
あたり、尾駮沼を水の外海との出入りがある湾と考えた場
合のメリアンの式による検討と、水の外海との出入りがな
いと考えた場合の両端固定の式による検討を実施した。

 尾駮沼内の長軸方向の長さを3.2km、水深を５ｍとした場
合、メリアンの式によると31分程度、両端固定の式による
と15分程度の固有周期が算出された。

振動の
モード

ｎ

メリアンの式 両端固定の式

(秒) (分) (秒) (分)

１ 1829 30.5 914 15.2

２ 610 10.2 457 7.6

尾駮沼内の固有周期
(L=3200、h=5)

H30.10.31
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 津波周期の違いが沖合いの津波高確認位置、尾駮沼入り口前面及び評価位置の津波高に及ぼす影響を確認するため、敷地前面海域
の沖合から正弦波（３波長）を入力させた概略計算を実施した。

 正弦波の振幅は１ｍで固定し、周期は10分から20分まで１分ピッチ、20分から40分まで２分ピッチ、50分、60分のケースとした。
 地形条件は以下に示す５ｍ格子領域から80ｍ格子領域を使用し、潮位条件はT.M.S.L.±0.0m、時間格子間隔は0.1秒とした。

※コンター線は、陸域10ｍ、海域５ｍピッチ

周
期
を
変
化
さ
せ
た
正
弦
波
を
入
力

沖合いの津波高確認位置尾駮沼入り口前面評価位置

ⅲ．尾駮沼内の固有周期に係る検討
正弦波入力による検討概要

H30.10.31
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①におけるピークを示す周期帯 ②におけるピークを示す周期帯 （参考）メリアンの式による固有周期 （参考）両端固定の式による固有周期

沖合いの津波高確認位置 明瞭なピークは確認できない ―

約31分 約15分尾駮沼入り口前面 14-16分 14-15分

評価位置 14-20分 13-15分

 入力波に対する水位増幅率を見ると、沖合いの津波高確認位置においては長周期の増幅率が大きいが明瞭なピークは確認できなかっ
た。一方、尾駮沼入り口前面及び評価位置においては、それぞれ14-16分、14-20分程度の周期に水位増幅するピークが確認された。

 沖合いの津波高確認位置に対する水位増幅率を見ると、尾駮沼入り口前面及び評価位置において、それぞれ14-15分、13-15分程度の
周期に水位増幅するピークが確認された。

 尾駮沼を水の外海との出入りがある湾と考えた場合のメリアンの式による固有周期とはピーク周期が一致しないが、水の外海との出入
りがないと考えた場合の両端固定の式による固有周期とはピーク周期が概ね一致することが確認された。

 尾駮沼入り口前面と評価位置の傾向は概ね一致している。

ⅲ．尾駮沼内の固有周期に係る検討
正弦波入力による検討結果

①入力波に対する水位増幅率 ②沖合いの津波高確認位置に対する水位増幅率
ピークを示す周期帯 ピークを示す周期帯
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入力波

沖合いの
津波高確認位置

尾駮沼入口
前面

評価位置

入力波に対する増幅率

沖合いの津波高確認位置に対する増幅率

３波長入力の結果（周期15分）

入力1.00m

1.64m

4.13m

1.34m

ⅲ．尾駮沼内の固有周期に係る検討
＜参考＞正弦波入力による水位増幅率のデータ整理一例
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⑥最高水位発生点

周波数分析結果

沖合いの津波高確認位置

尾駮沼入り口前面

評価位置
14.5分 16分

14.5分

17分

31分

31分

 既往知見を踏まえた津波の評価において津
波高が最も高いケースの水位変動量時刻
歴波形を用い周波数分析を行った。

 周波数分析結果を見ると、沖合いの津波高
確認位置においては、31分が卓越周期と
なっている。また、45分付近及び75分付近
にもピークが確認される。

 尾駮沼入り口前面においても、沖合いの津
波高確認位置と同様に31分が卓越周期と
なっている。また、沖合いの水位確認位置に
対して14.5分、17分、18分及び21分のスペ
クトルが大きくなっている。

 評価位置においては、14.5分と16分が卓越
周期となっている。

 既往知見を踏まえた津波の評価において津
波高が最も高いケースの周波数分析結果
においても尾駮沼内の15分程度の周期の
振動が見られ、尾駮沼の固有周期の影響を
数値シミュレーションで表現できていることを
確認した。

ⅲ．尾駮沼内の固有周期に係る検討
周波数分析

18分 21分

H30.10.31
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 土木学会（2016）で示されているＶ字状の湾における格子間隔設定方法に基づき、数値シミュレーションで設定している
空間格子間隔の妥当性を確認した。

 尾駮沼の奥行き（距離）を下図の通り設定し、固有周期は15分とした。
 検討の結果、尾駮沼奥の格子間隔は31ｍ以下、尾駮沼入り口～尾駮沼中央部の格子間隔は111ｍ程度と算出された。
 数値シミュレーションで設定している当該範囲の格子間隔は５ｍであることから、土木学会（2016）により算定される最小

格子間隔に対して十分小さいことを確認した。

900

5

5,300

4,455

3,150

0.8

31

111

)(sT
)(mh
)(ml
)(mLv
)(mLo

lLv /

)(mx
湾奥の

)(mx
湾中央部の

湾口～

ⅲ．尾駮沼内の固有周期に係る検討
空間格子間隔の妥当性
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ⅲ．尾駮沼内の固有周期に係る検討
まとめ

119

 尾駮沼を水の外海との出入りがある湾と考えた場合のメリアンの式による検討と、水の外海との出入りがないと考
えた場合の両端固定の式による検討を実施した結果、メリアンの式によると31分程度、両端固定の式によると15
分程度の固有周期が算出された。

 正弦波の入力による概略計算を実施した結果、尾駮沼入り口前面及び評価位置においては、それぞれ14-16分、
14-20分程度の周期に水位増幅するピークを示しており、尾駮沼を水の外海との出入りがある湾と考えた場合の

メリアンの式による固有周期とはピーク周期が一致しないが、水の外海との出入りがないと考えた場合の両端固
定の式による固有周期とはピーク周期が概ね一致することが確認された。

 既往知見を踏まえた津波の評価において津波高が最も高いケースの水位変動量時刻歴波形を用い周波数分析
を行った結果、尾駮沼内の15分程度の周期の振動が見られ、尾駮沼の固有周期の影響を数値シミュレーションで
表現できていることを確認した。

 空間格子間隔の妥当性について確認した結果、数値シミュレーションで設定している当該範囲の格子間隔は、土
木学会（2016）より算定される最小格子間隔に対して十分小さいことを確認した。

H30.10.31
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ⅳ．防波堤の有無による影響に係る検討

(T.M.S.L. m)

【評価位置における津波高】
T.M.S.L.+4.18m※

※朔望平均満潮位及び地殻変動量（0.82ｍ沈降）を考慮

評価位置における時刻歴波形

  評価位置  
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T.M.S.L.+4.18m

津波高分布図
※コンター線は10mピッチ

0 0.5 1.0km

評価位置

T.M.S.L.+40m

波源モデルの位置

＊赤線で示す海溝軸は地震調査委員会（2004,2012）をトレース

敷地

0 200 400km

P6

既往知見を踏まえた津波の評価において津波高が最も高いケースについて防波堤を考慮しない検討を実施した結果、評価位置における津波高はT.M.S.L.+4.18ｍで
あり、防波堤を考慮した場合（T.M.S.L.+4.00m）と比べて高くなる結果となったが、その増加率は５％程度であり、防波堤の有無の影響は非常に小さいと考えられる。
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ⅴ．すべり量が既往知見を大きく上回る波源モデルによる検討に係る補足
既往知見を踏まえた津波の評価において津波高が最も高いケースの波源モデルの各領域のすべり量を２倍に設定した波源モデル

すべり量２倍モデル

モデル図

諸
元

モーメントマグニチュード（Ｍｗ） 9.25

断層面積（Ｓ） 112,309km2

剛性率（μ） 5.0×1010Ｎ/ｍ2

す
べ
り
量
調
整
後

す
べ
り
量

超大すべり域（面積、面積比率） 62.37ｍ（7,530km2、6.7％） （20,968km2、
18.7％）大すべり域（面積、面積比率） 31.19ｍ（13,438km2、12.0％）

基本すべり域（面積、面積比率） 15.59ｍ（36,623km2、32.6％）

背景領域（面積、面積比率） 7.80ｍ（54,718km2、48.7％）

地震モーメント（Ｍo） 9.43×1022Nm

断層全体の平均すべり量 16.80ｍ

平均応力降下量 6.10MPa

ライズタイム 60ｓ

基本すべり域
大すべり域

超大すべり域

背景領域

破壊開始点 Ｐ６
破壊伝播速度 2.0km/s

傾向の把握のため、既往知見を踏まえた津波の
評価において津波高が最も高いケースの波源モ
デルの各領域のすべり量を２倍に設定した波源
モデルによる検討を実施した。

＊赤線で示す海溝軸は地震調査委員会（2004,2012）をトレース

H30.10.31
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ⅴ．すべり量が既往知見を大きく上回る波源モデルによる検討に係る補足
既往知見を踏まえた津波の評価において津波高が最も高いケースの波源モデルの各領域のすべり量を２倍に設定した波源モデルの解析結果

122

【評価位置における津波高】
T.M.S.L.+10.73m※

※朔望平均満潮位及び地殻変動量（1.63ｍ沈降）を考慮

  評価位置  
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評価位置における時刻歴波形

T.M.S.L.+10.73m
津波高分布図

※コンター線は10mピッチ

0 0.5 1.0km

評価位置

T.M.S.L.+40m

波源モデルの位置

敷地
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P6

＊赤線で示す海溝軸は地震調査委員会（2004,2012）をトレース

(T.M.S.L. m)

＜参考＞他のモデルの評価位置における津波高
既往知見を踏まえた津波の評価において津波高が最も高いケース：T.M.S.L.+4.00m
すべり量が既往知見を大きく上回る波源モデル_検討モデルＡ（すべり量３倍）：T.M.S.L.+22.64m
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 敷地を津波波源と仮定した場合の数値シミュレーションにより、伝播特性のおおよその傾向の把握を試みた。
 津波波源としては、尾駮沼の影響を避けるため、敷地前面海域の沖合いの津波高確認位置を中心とする半径２kmの範囲

に一律10ｍの水位を与え、津波計算を実施した。

敷地
尾駮沼

初期水位10ｍ

ⅵ．津波の伝播特性に係る検討
検討概要

H30.10.31
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５分４分３分２分１分

10分９分８分７分６分

津波の伝播過程（１分～10分）

ⅵ．津波の伝播特性に係る検討
津波の伝播状況（１～10分後）

H30.10.31
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津波の伝播過程（10分～60分）

10分

60分50分40分

30分20分

ⅵ．津波の伝播特性に係る検討
津波の伝播状況（10～60分後）
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津波の伝播過程（60分～240分）

60分 240分180分120分

ⅵ．津波の伝播特性に係る検討
津波の伝播状況（60～240分後）

H30.10.31
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 伝播特性の把握の補助として、水位上昇量の凡例の最大値については、1.0ｍ、0.1ｍの２種類で表示した。
 また、水深による津波振幅への影響を軽減するため、「グリーンの法則」を用いて最大水位上昇量の補正を行った。
 具体的には、波源中心位置の水深をh0（100ｍ）、沖合地点の水深をhとしたとき、その地点における最大水位上昇量を（h0/h）1/4で

除することで補正を行った。

 津波の伝播特性に係る検討の結果、敷地から見て南東方向への伝播が大きく、日本海溝方向への伝播に対して千島海溝方向へ
の伝播が小さい傾向であることを確認した。

最大水位上昇量分布（最大1.0ｍ表示）

水位補正前 水位補正後

最大水位上昇量分布（最大0.1ｍ表示）

水位補正前 水位補正後

ⅵ．津波の伝播特性に係る検討
最大水位上昇量分布
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ⅶ．陸上の地すべり地形に係る文献調査
地すべり地形分布図（近川）

防災科学技術研究所（2009）より抜粋

徳山ほか（2001）より抜粋・一部加筆

防災科学技術研究所（2009）より抜粋・一部加筆

H30.10.31
資料1-6

p128 再掲
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防災科学技術研究所（2009）より抜粋

徳山ほか（2001）より抜粋・一部加筆

防災科学技術研究所（2009）より抜粋・一部加筆

ⅶ．陸上の地すべり地形に係る文献調査
地すべり地形分布図（陸奥横浜）

H30.10.31
資料1-6

p129 再掲
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徳山ほか（2001）より抜粋・一部加筆

防災科学技術研究所（2009）より抜粋・一部加筆

ⅶ．陸上の地すべり地形に係る文献調査
地すべり地形分布図（平沼）

敷地

防災科学技術研究所（2009）より抜粋・一部加筆

尾駮沼

鷹架沼

H30.10.31
資料1-6

p130 再掲
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防災科学技術研究所（2009）より抜粋

徳山ほか（2001）より抜粋・一部加筆

防災科学技術研究所（2009）より抜粋・一部加筆

ⅶ．陸上の地すべり地形に係る文献調査
地すべり地形分布図（三沢）

H30.10.31
資料1-6

p131 再掲
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防災科学技術研究所（2009）より抜粋

徳山ほか（2001）より抜粋・一部加筆

防災科学技術研究所（2009）より抜粋・一部加筆

ⅶ．陸上の地すべり地形に係る文献調査
地すべり地形分布図（八戸）

H30.10.31
資料1-6

p132 再掲
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防災科学技術研究所（2013）より抜粋

徳山ほか（2001）より抜粋・一部加筆

防災科学技術研究所（2013）より抜粋・一部加筆

ⅶ．陸上の地すべり地形に係る文献調査
地すべり地形分布図（門別）

H30.10.31
資料1-6

p133 再掲
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防災科学技術研究所（2013）より抜粋

徳山ほか（2001）より抜粋・一部加筆

防災科学技術研究所（2013）より抜粋・一部加筆

ⅶ．陸上の地すべり地形に係る文献調査
地すべり地形分布図（静内）

H30.10.31
資料1-6

p134 再掲
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防災科学技術研究所（2013）より抜粋

徳山ほか（2001）より抜粋・一部加筆

防災科学技術研究所（2013）より抜粋・一部加筆

ⅶ．陸上の地すべり地形に係る文献調査
地すべり地形分布図（東静内）

H30.10.31
資料1-6

p135 再掲
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防災科学技術研究所（2013）より抜粋

徳山ほか（2001）より抜粋・一部加筆

防災科学技術研究所（2013）より抜粋・一部加筆

ⅶ．陸上の地すべり地形に係る文献調査
地すべり地形分布図（三石）

H30.10.31
資料1-6

p136 再掲
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防災科学技術研究所（2013）より抜粋

徳山ほか（2001）より抜粋・一部加筆

防災科学技術研究所（2013）より抜粋・一部加筆

ⅶ．陸上の地すべり地形に係る文献調査
地すべり地形分布図（西舎）

H30.10.31
資料1-6

p137 再掲
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防災科学技術研究所（2013）より抜粋

徳山ほか（2001）より抜粋・一部加筆

防災科学技術研究所（2013）より抜粋・一部加筆

ⅶ．陸上の地すべり地形に係る文献調査
地すべり地形分布図（えりも）

H30.10.31
資料1-6

p138 再掲
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ⅷ．海底地すべりに係る補足
浸水深分布

0 0.5 1.0km

T.M.S.L.+40m

Kinematic Landslideモデルにおける浸水深分布

※コンター線は陸域2m，海域1ｍピッチ

H30.10.31
資料1-6

p139 加除修正
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ⅷ．海底地すべりに係る補足
津波高分布と浸水深分布の比較

※コンター線は10ｍピッチ

Kinematic Landslideモデルにおける浸水深分布

0 0.5 1.0km

T.M.S.L.+40m

※コンター線は10ｍピッチ

Kinematic Landslideモデルにおける津波高＊分布

0 0.5 1.0km

T.M.S.L.+40m

初期潮位
T.M.S.L.+0.0m

津波高＊

浸水深

＊朔望平均満潮位は考慮していない

(T.M.S.L. m)

H30.10.31
資料1-6

p140 加除修正



地震調査委員会（2012）における領域

地震調査委員会（2019）における領域

地震調査委員会（2012）より抜粋

地震調査委員会（2019）より抜粋
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R1.5.24
資料1-2

p3 加除修正

 敷地前面領域を含む日本海溝沿いについては、従来より、地震調査研究推進本部において、青森県東方沖から房
総沖までの領域を対象とした長期的な地震発生可能性について確率評価が行われており、2002年以降、複数回の
改訂がされている。

 日本海溝沿いの地震活動の長期評価については、地震調査研究推進本部より2019年2月26日に改訂・公表されて
いる（以下、「地震調査委員会（2019）」という。） 。

＜参考＞
地震調査委員会（2019）では、2012年に改訂された

「三陸沖から房総沖に掛けての地震活動の長期評価
（第二版）」（以下、「地震調査委員会（2012）」という。）

から、評価対象領域の変更が行われており、あわせて
「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」に評価名称が
変更されている。具体的な変更内容は以下のとおり。

第二版における陸寄りの各領域について、海溝寄
りの領域まで延長。

宮城県沖の領域について、宮城県沖、三陸沖南部
海溝寄りに分割されていたものを統合。

茨城県沖と房総沖の境界位置を変更。

領域境界の見直しに伴い、陸側の領域について、
西側の境界を太平洋プレート上面深さ60kmの等深
線に沿って設定。

 既往知見を踏まえた津波の評価のうち、プレート間地震の南方への連動型地震については、敷地前面の三陸沖北部
から南方の日本海溝沿いへの連動を考慮していることから、これまでの南方への連動型地震に係る評価内容への影
響の有無について確認を行う。

ⅸ．「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」（地震調査委員会（2019））の
これまでの津波の評価内容への影響について

概要
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地震調査委員会（2019）では、地層に残された巨大津波の記

録から、複数の領域を震源域とする地震として、超巨大地震
（東北地方太平洋沖型）として、M9.0程度の地震が考慮され
ている。

上記地震の震源域については、最新の活動である東北地方
太平洋沖地震の知見から、宮城県沖を必ず含み、隣接する
領域（岩手県沖南部または福島県沖）の少なくとも一方にま
たがり、場合によっては茨城県沖まで破壊が及ぶ超巨大地
震として評価されている。

既往知見を踏まえた津波評価のうち、南方への連動型地震
の評価では、青森県海岸津波対策検討会（2012）の 「H24青
森県太平洋側想定地震の津波断層モデル」を参照している。

「H24青森県太平洋側想定地震の津波断層モデル」は、敷地
前面の領域から宮城県沖までの連動を考慮したMw9.0の地
震を想定しているモデルであり、同モデルでは、敷地前面の
領域に超大すべり域・大すべり域が設定されている。

地震名 発生領域 地震規模

地震調査委員会
（2019）

超巨大地震
（東北地方太平洋沖型）

岩手県沖南部
～茨城県沖

M9.0程度

南方への
連動型地震

H24青森県太平洋側想定地震

（青森県海岸津波対策検討会
（2012））

敷地前面を
含む複数領域
（三陸沖北部※

～宮城県沖）

Mw9.0

超巨大地震の地震規模

※地震調査委員会（2019）における
「青森県東方沖及び岩手県沖北部」に相当する。

南方への連動型地震として参照している青森県海岸津波対
策検討会（2012）の「H24青森県太平洋側想定地震の津波
断層モデル」については、地震調査委員会（2019）における
超巨大地震に対して、同等のMw9.0の地震を考慮しているこ

と、また、敷地に最も近い領域である三陸沖北部の領域を震
源領域に考慮していること及び同領域に超大すべり域・大す
べり域を設定していることから、敷地近傍における津波高が
高くなると想定される。

以上より、地震調査委員会（2019）の知見を踏まえても、当
社の津波評価への影響はないと評価した。 （地震調査委員会（2019）より

抜粋・一部加筆）

地震調査委員会（2019）による
超巨大地震の震源領域

「H24青森県太平洋側想定地震の
津波断層モデル」のすべり量分布

青森県海岸津波対策検討会（2012）より
抜粋・一部加筆

ⅸ．「日本海溝沿いの地震活動の長期評価」（地震調査委員会（2019））の
これまでの津波の評価内容への影響について

南方への連動型地震の評価への影響

R1.5.24
資料1-2
p10 再掲
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